
共 済 規 程 

第 1 条（目 的） 

  この規程は日個連東京都交通共済協同組合（以下「組合」という）の定款第 7 条に

定める共済事業に関する事項を定める。 

 

第 2 条（共済契約） 

  本組合と共済契約組合員（以下「組合員」という）との共済契約は別に定める共済

約款によるものとする。 

２．本組合が、共済契約（以下「契約」という）を引き受けることのできる車両は、組

合員が所有する一般乗用旅客自動車運送事業用自動車であって自動車損害賠償保

障法に基づく責任保険または責任共済の契約がなされているものとする。 

 

第 3 条（共済契約の委託） 

  本組合は、窓口団体規約に定める窓口団体を共済代理店とし、下記の業務を委託す

る。 

  (1)共済契約時に、定款、共済規程、規約、約款等の提示及び説明 

  (2)加入、脱退等の処理に付随する事務 

  (3)出資金の徴収、出納事務 

  (4)共済掛金、免責金、自己負担金等の徴収、出納事務 

  (5)諸立替金、機器代金等の集金収納事務 

  (6)その他教育情報事業、組合員の指導等の業務 

  (7)前各項に付帯する諸事務 

２．共済契約の委託事務に対して、内規第 7 条第 1 項の事務委託費を支払う。 

 

第 4 条（共済契約の手続） 

  本組合は、共済契約申込者に対し、加入申込書兼誓約書、自動車検査証の写し、自

賠責保険の写しを提出させる。 

 

第 5 条（資格の発生） 

  組合員の共済受給資格の発生は、定款第 10 条により加入申込みを行い、理事会の

承諾を得て、定款第 11 条および本規程第 12 条の金額を組合に納入した日の翌日

の午前零時からとする。 

 

第 6 条（共済契約の期間） 

  共済契約の期間は、毎年 6 月 1 日から翌年の 5 月 31 日までとし、1 年毎の更新と



する。ただし、期間途中の新規契約の場合は、最初に到達する 5 月 31 日までとす

る。また、共済契約の期間を限定して加入することはできない。 

 

 

第 7 条（契約の継続） 

  本組合は、組合員が引き続き共済契約を締結しようとする場合、共済の目的につい

て変更がないときは、組合員が引き続き共済掛金を払い込むことにより継続を更新

したものとみなす。 

 

第 8 条（契約の失効） 

  組合員は、次の各号の何れかに該当するに至ったときは、その翌日からすべての契

約を失効する。 

  (1)死亡したとき 

  (2)譲渡、廃業したとき 

  (3)組合から脱退したとき、又は除名されたとき 

 

第 9 条（受給権利の喪失） 

  組合員が本規程第 8 条により受給資格を喪失した場合は、以後の受給に関する一切

の権利を失い、且つ、共済に関する資産に対して請求することはできない。 

 

第 10 条（共済の種類） 

  本組合の共済給付の種類は次の通りとする。 

  (1)対人事故給付金 

  (2)対物事故給付金 

  (3)車両給付金 

２．共済契約者は、第 11 条の条件にて上記の共済の種類にすべて加入する。 

 

第 11 条（共済金額） 

  本組合の共済金額は次の通りとする。 

  (1)対人事故 1 事故についての共済限度額は、50 億円とする。ただし、本組合の

運営を安定させるため共済上乗せ保険契約に加入する。 

  (2)対物事故 1 事故についての共済限度額は 1 億円とする。ただし、本組合の運営

を安定させるため共済上乗せ保険契約に加入する。又、免責金額は 3

万円とし同一年度内に2回以上の給付を受けようとする者は2回以上

の 1 回毎に 1 万円を加算し 5 万円を限度とする。 

  (3)車両給付 1 事故についての共済限度額は 600 万円とする。又、免責金額は 5 



万円とし同一年度内に 2 回以上の給付を受けようとする者は 2 回目 

以降は 10 万円とする。 

  (4)削除 

  (5)削除 

 

第 12 条（共済掛金） 

  本組合の共済掛金は次の通りとする。 

  (1)組合員は、資格発生日の属する月から資格喪失日の属する年度末まで、窓口団 

   体を通じて共済掛金として、別途定める交通共済細則の金額を年額納入しなけれ 

   ばならない。ただし、月額毎の分割納入をすることができる。また、上乗せ保険 

契約による保険料については、共済掛金で支払う。 

  (2)年度途中から資格が発生した組合員は、その属する月から年度末迄の月割計算 

により納入する。この場合も前号と同じ分割納入をすることができる。 

  (3)前各号の分割納入は窓口団体において取りまとめ毎月 10日まで納入するものと 

する。 

  (4)譲受者の共済掛金 

   譲受により、資格が発生した組合員は資格発生日の属する月の共済掛金を免除し、 

翌月からの納入とする。 

 

第 13 条（資格喪失の場合の掛金の返還等） 

  組合員が本規程第 8 条により資格喪失に至ったときは、本組合は資格喪失日の属す

る月の翌月から年度末までの未経過期間に対し、月割計算により共済掛金を返還す

る。ただし、月割計算による分納納入していた場合の掛金は、資格喪失日の属する

月までとする。 

 

第 14 条（滞納者の権利放棄） 

  組合員が、共済掛金を滞納したときは、共済事業に関わる一切の権利を放棄したも

のとみなす。ただし、滞納分を含む年掛金額残余金を納入したときは、納入以後の

権利を復活することができる。 

 

第 15 条（再保険） 

  本組合は、共済事業の安定と安全性を確保するために、共済事業に適した再保険制

度に加入しなければならない。 

 

第 16 条（契約者割戻し） 

  契約者割戻しは行わないものとする。 



 

第 17 条（貸付け） 

  本組合は、第 11 条の給付金の範囲内で共済契約者に対して、次のいずれかの貸付

けまたは供託を行う。 

（1）仮処分命令に基づく仮払金の、無利息による共済契約者への貸付け 

（2）差押えを免れるための供託金または上訴の場合の仮執行を免れるための供託金の

本組合の名による供託 

（3）前項の供託金の、その供託金に付されると同率の利息による共済契約者への貸付

け 

2．前項第 3 号により本組合が供託金を貸付ける場合は、共済契約者は、本組合のため

に供託金の取戻請求権の上に質権を設定するものとする。 

3．本条第 1 項の貸付けまたは、本組合の名による供託が行われている間においては、

その貸付けまたは供託金を既に支払った給付金とみなして適用する。 

4．本条第 1 項の供託金が第三者に還付された場合は、その還付された供託金または貸

付けの限度で、本組合の名による供託金または貸付けが給付金として支払われたも

のとする。 

5．本組合の共済金支払義務が発生した場合は、本条第 1 項第 1 号の仮払金に関する貸

付金が給付金として支払われたものとみなす。 

 

第 18 条（共済証書） 

  共済証書の発行は、原則として契約締結時または更新時に発行する。 

 

第 19 条（共済契約の特約） 

  共済契約の特約は、約款にて定める。 

 

第 20 条（事故の通報と義務） 

  組合員は、交通事故が発生したときは、すみやかに事故発生の日時場所、事故の概

要を窓口団体または、所属団体を通じて本組合に事故の報告をしなければならない。

ただし、組合員が直接本組合に事故の報告をすることができる。 

２．組合員は事故報告の後も、当事者としての責任を持って組合の指示を受け、事故解

決に努めなければならない。 

 

第 21 条（共済金を支払わなければならない事由） 

  本組合が共済金を支払わなければならない事由は、交通共済約款第 2 条及び第 9

条による。 

 



第 22 条（共済契約無効の原因） 

  共済契約が無効となる原因は、本規程第 14 条による。 

 

 

第 23 条（共済契約に基づく義務を免れる事由） 

  本組合が共済契約に基づく義務を免れる事由は、交通共済約款第 5 条、第 6 条、第

10 条、第 11 条、第 12 条、第 24 条、第 28 条、第 29 条による。 

 

第 24 条（義務の範囲を定める方法及び義務の履行の期間） 

  本組合が義務の範囲を定める方法は、交通共済約款第 7 条、第 8 条、第 13 条、第

14 条、第 15 条、第 16 条による。また、義務の履行の期間は本規程第 6 条による。 

 

第 25 条（共済契約者がその義務を履行しないことによって受ける損失） 

  本組合が共済契約者がその義務を履行しないことによって受ける損失は、交通共済

約款第 24 条による。 

 

第 26 条（共済掛金の計算方法） 

  本組合の共済掛金は、次の方法により計算する。 

  (1)共済掛金の構成 

   共済掛金をＡ、対人・対物・自車の給付金をＢ、一般管理費・事業外費用をＣ、 

組合剰余金をＤとし、次の構成比率を予定構成比とする。 

 Ｂ（74%）＋Ｃ（25%）＋Ｄ（1%）＝Ａ（100%） 

  (2)共済掛金の計算方法 

   ①発生件数÷平均組合員数×100＝事故発生率 

   ②支払共済金額÷発生件数＝平均事故損害額 

   ③①×②×平均組合員数＝正味発生共済金額 

 

第 27 条（共済金額の削減及び共済金額の追徴） 

  共済事業に損失が生じた場合、定款第 70 条により共済金額の削減及び共済掛金の

追徴をすることができる。 

 

 

第 28 条（支払準備金の積立て及び計算方法） 

  本組合は、中小企業等協同組合法施行規則第 144 条の規定に基づき、毎事業年度

末に次の計算方法により支払準備金を積立てるものとする。 

  (1)普通支払準備金 



   ①本組合の共済契約に基づき、支払うべき共済金額は確定しているが、未だ支払 

っていないものがあるときは、その金額。 

   ②本組合の共済契約に基づき、すでに発生した共済事故に対して、共済金を支払 

    う義務があると認める場合（当該支払義務に係る訴訟継続中の場合を含む）、 

    その支払に必要と認められた金額。 

 

(2)既発生未報告支払準備金 

   次の計算方法による。 

                  当年度共済支払額等 
  （当年度に把握した積立不足額 ×            
                  前年度共済支払額等 
 
                    当年度共済支払額等 
   ＋前年度に把握した積立不足額 ×            
                    前々年度共済支払額等 
 
                     当年度共済支払額等      1 
   ＋前々年度に把握した積立不足額 ×             ×    ） 
                     前々々年度共済支払額等    3 

 

   既発生未報告支払準備金積立所要額とは、その計算の対象となる各事業年度の末 

   日以前に発生した事故に関し、当該各事業年度の翌事業年度に支払った共済金に 

当該各事業年度の翌事業年度の支払準備金を加算し、当該各事業年度の支払準備 

金を差し引いたもの。 

 

第 29 条（責任準備金の積立て及び計算方法） 

  本組合は、中小企業等協同組合法施行規則第 145 条の規定に基づき、毎事業年度

末に次の計算方法により責任準備金を積立てるものとする。ただし、取り崩しは行

政庁が定める基準によるものとする。 

  (1)普通責任準備金 

   毎事業年度において受領した共済掛金から、その年度において共済掛金を受領し 

   た共済契約のために支払った共済金その他の金額及びその契約のために積み立 

てるべき支払準備金ならびにその年度の事業費及び一般管理費を控除した残額。 

  (2)異常危険準備金 

   自動車リスク、次の計算方法による。 

   収入危険共済掛金 × 50 ÷ 1000 

 

付  則 

１．この規程の改廃は、総代会において行う。 

２．この規程は、平成 20年 7月 3日より発効する。 



３．この規程は、平成 21年 7月 9日一部改定 

４．この規程は、平成 22年 8月 3日一部改定 

５．この規程は、平成 23年 7月 20日一部改定 

６．この規程は、平成 24年 7月 31日一部改定 

７．この規程は、平成 25年 7月 12日一部改定 

８．この規程は、平成 26年 7月 15日一部改定 

  平成 26年 10月 1日以降の事故より実施 

９．この規程は、平成 27年 8月 4日一部改定 

10．この規程は、平成 30年 7月 18日一部改定 

  平成 31年 4月 1日以降の事故より実施 

11．この規程は、2019年 7月 24日一部改定  

12．この規程は、2021年 7月 19日一部改定 

13．この規程は、2024年 7月 9日一部改定 

  2025年 6月 1日以降の事故より実施 

 


